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１Ａ１６ 

被買収企業の従業員のモチベーション維持・向上の施策 

 
〇藤井亮太（東京理科大学大学院経営学研究科技術経営専攻）,石橋哲（東京理科大学大学院経営学研

究科技術経営専攻） 

 

 
 ははじじめめにに  

M&A が活性化する中[1]、被買収企業の従業員の維持は PMI の成否に直結する。企業にとって採用

した従業員が定着せずに離職してしまうことは、採用や教育にかかるコストが増加し社内にノウハウが

蓄積されないデメリットが生じる。厚生労働省の調査[2]は 2020 年 2023 年の間に日本国内における離

職率が 10.7％から 11.9％に増加したことが示されている。生産年齢人口の減少により労働力が不足す

る中[3]、企業は人的資本確保の観点からも、離職者対策も重視する必要がある。 
 下記の図１は今回の研究対象である A 社と、その元親会社と現親会社の情報になる。筆者が勤務する

A 社は中途入社者で構成された企業であり、従来退職者が多い傾向にあったが、自社の株主が変更とな

ること（本支配株主変更）が社内で報告された後、図２のとおり離職率が減少した。本研究では自社支

配株主の変更発表が従業員のモチベーションと退職率に与える影響と有効性を分析し従業員のモチベ

ーション維持・向上の施策について考察する。 
 支配株主の変更が被買収企業側の退職率に与える影響と要因の調査を、従業員の勤怠情報やコミュニ

ケーション量の変化、継続的なアンケートとインタビューにて行い、心理的資本を基準として分析する。

また、PMI の期間は従業員の心理状況変化を観測し、従業員の離職を減少させる要素を明らかにする。 
 
図１：企業情報 

 
図２：前年との退職者数の比較 

 
 

 先先行行研研究究  

先行研究では被買収企業では離職者が増加する傾向にあると論じられている。 
Walsh（1988）[4]は被買収企業の経営層が退社する要因について３つ挙げている。第一に不確実性に

耐えられないこと。第二に 2 つの異なる文化の融合によって生じるカルチャーショックに耐えられない

こと。第三に経営を管理する権利をめぐる競争で敗者となることである。 
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 中村（2019）[5]は被買収企業の中核人材が退職する要因は組織内

での影響力低下であるとし、人材流出の防止策として買収企業・被買

収企業間を横断する地位や役職を与えることであると報告している。 
二つの先行研究では、被買収企業の経営幹部層の離職率上昇につい

て議論しており、一般的な従業員については論じられていない（図 3）。 
また、先行研究では離職率上昇が検討されているが、A 社の場合、

親会社が B 社から C 社に変わり、被買収企業になることが社内全体に

共有されてから半年弱経過した現在まで前年度に比べて離職者が減少

した。先行研究とは異なる対象と状況について、被買収企業の視点か

ら、離職者を減少させる要因について論じる。 
令和 2 年転職者実態調査（厚生労働省）[5]では、退職理由の調査では、①「労働条件（賃金以外）

がよくなかったから(28.2%)」②「満足のいく仕事内容でなかったから(26.0%)」③「賃金が低かったか

ら(23.8%)」④「会社の将来に不安を感じたから(23.3%)」⑤「人間関係がうまくいかなったから(23.0%)」
の五つが上位に挙げられている。 
 
図４：退職者数と残業時間、社内イベントの変化 

 
 
そこで本支配株主変更の前後で、「勤怠・働き方」「報酬」「組織変更」「コミュニケーション量」を調査

した。 
先行研究では被買収企業側の人間は組織内における影響力の低下が離職要因として挙げられていたが、

A 社では影響力の低下は現段階では見られない。また、勤務時間や報酬についても同じく株主交代が行

われた後も変化はない。前後で有意な変化は見られたのはコミュニケーション量であった。 
 
 検検証証 

3-1．仮説 
 
 勤務時間や報酬は退職率の低下に影響を与えておらず、親会社ならびに経営幹部からの従業員へのメ

ッセージの増加と従業員から経営幹部への情報発信の増加、すなわちコミュニケーション量の増減が要

因ではないか。  
 
3-2．検証方法 

 
支配株主の変更が被買収企業側の退職率に与える要因を調査するため、本支配株主変更の前後で、経

営層と従業員とのコミュニケーションの在り方とその量を調査し、従業員の心理状況を図５のアンケー

トとインタビューを行った。なお、今後継続して調査することとし、今回は途中経過について報告する。 
 

図５アンケートの内容 
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3-3．検証結果 

 本支配株主変更の前後で、経営層と従業員とのコミュニケーションの在り方とその量について、下記

図６のとおり経営層と従業員の双方向のコミュニケーション量が増加していることが分かる。 

 
図６：コミュニケーション量の変化 

 
 

 従業員の心理推移は図７のとおり、会社の理念や目標に対する理解について変化が大きくなっている。 

 

図７：従業員の心理状況の変化と経営層に対する期待値 

 
 

 本株主変更において、勤務時間や報酬、組織変更は大きな変化はなく影響を与えておらず、親会社な

らびに経営幹部からの従業員へのメッセージの増加と従業員から経営幹部への情報発信の増加、すなわ

ちコミュニケーション量が増加したことが影響を与えて、本株主変更後、会社の理念目的に対する理解・

共感が向上していることが明らかになった 

 

 考考察察  

4-1．退職を減らした要因 

従従業業員員ととののココミミュュニニケケーーシショョンン量量
（（時時間間//年年））

2016年1月
　～2017年9月

2017年10月
　～2020年12月

2021年1月
　～2023年1月

2023年2月
　～現在※1

経営層と双方向 72 0 0 111
経営層からの一方向 6 6 6 2
経営層と双方向（業務外） 9 15 0 2.5
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 一般的な M&A による PMI の 100 日プラン[7]が議論されている。通常、中長期的な経営効果を求めら

れるため、100 日プランの策定により中期的な課題を整理する。これに対して、本株主変更のプロセス

においては、現時点までの間が被買収企業である A 社の従業員に対してコミュニケーションの機会を数

多く設け A社で行われているプロセスは時間を掛けて行われており、以前よりも従業員と経営層の双方

向のコミュニケーションが増加している。 

図８：一般的な

100 日プランと A

社の場合の比較 
 

 双方向のコミュ

ニケーションが行

われたことで、従

業員の新しい親会

社と経営層に対す

る心象が良化した

ことがアンケート

の結果から伺える。

経営層と事業や業

務に関するコミュ

ニケーションを取

る機会が増えると、

経営層に対する不信感が除かれ退職する意思が低下すると考えられる。コミュニケーションによる従業

員に対する承認行為が重要であると示している。 

 

 貢貢献献とと課課題題 

本研究では、株主変更に伴う従業員の心理変化について、非経営層である従業員としての観点から検

討した。 
最後に今後の課題として下記の点を挙げられる。第一に、現段階では従業員が会社に留まる要因を「従

業員と経営層の双方向コミュニケーション量」のみしか示唆できていない。第二に、双方向のコミュニ

ケーションの頻度や時間、必須参加者や進行方法について具体的にする必要がある。第三に、他社事例

等追加の分析が必要となる。 
今後は従業員が会社に定着するよう双方向のコミュニケーションを具体化することに加え、今回の調査

結果をもとに、従業員のモチベーションが維持・向上する施策について研究を継続し、A 社への退職者

を減少させる施策として提案を目指す。 
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